
デジタル資産活用戦略会議・開催要綱 

 

１ 背景・目的 

博物館・美術館等が制作・保存している文化遺産情報等の公共的なアーカイブコ

テンツをデジタル資産として、社会・経済・文化等の多様な活動に活用し、新たな

値を創造していくことが求められている。このため、公共的なデジタル資産のオン

イン流通や素材としての利活用を促進するためのインフラ、技術、制度等のあり方

総合的に議論し、デジタル資産の利活用の高度化の推進に資することを目的とする

 

２ 本会議における検討事項 

（１）公共的なデジタル資産の制作・アーカイブ状況とその推進方策 
（２）公共的なデジタル資産の利活用状況とその推進方策 
（３）「文化遺産オンライン構想」の推進方策 等 

 

３ 本会議の構成 

（１）本会議は、政策統括官（情報通信担当）の会議として開催する。 

（２）構成員は別紙のとおりとする。 

（３）本会議には、座長及び座長代理を各１名置く。 

（４）座長は、学識経験者とし、構成員の互選により定める。 

（５）座長は、本会議を招集し、主宰する。 

（６）座長は、本会議の構成員の中から座長代理を指名する。 

（７）座長代理は座長を補佐し、座長不在のときは、座長に代わって会議を招集し、

宰する。 

（８）本会議には、本人の出席を原則とするが、必要な場合は、代理人による出席を

うこともできることとする。 
（９）必要があるときは、外部の関係者の出席を求め、意見を聞くことができる。  
（１０）座長は、ワーキンググループを開催することができる。 

（１１）座長は、上記のほか、本会議の運営に必要な事項を定める。 

 
４ 議事の公開 
  本会議の議事の公開については、会議の決定に基づくものとする。 
 
５ 開催期間 
平成１５年６月から平成１７年３月までを予定。（平成１６年４月２６日、第三回

合にて承認） 
 
６ 庶務 
（１）本会議の庶務は、総務省情報通信政策局コンテンツ流通促進室において処理する

（２）本会議の庶務の処理に当たっては、文化庁文化財部伝統文化課及び総務省自治

政局地域情報政策室の協力を得る。 
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